
本法案と政府案（第１８０回国会閣法第６１号）との差異 

～オークション手続を中心に～ 
 

本法案 政府案（第１８０回国会閣法） 

一般の免許 携帯電話基地局等の開設計画 

 
 

・対象周波数帯、無線局の種類等の決定 
・実施の公示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・誰でも参加可 

・競争保証金及び手数料の納付 
・競り 
・免許を申請できる地位を取得 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・競落者のみ申請可 
 
 
 

・技術基準等への適合性の判断等 
 
 
 

・免許を受ける際に競落額の支払 
・免許の有効期間は、15 年以内で総務大

臣が定める 
 
 
 

・最初の免許期間中（15 年以内）は電波

利用料の支払不要 
 

 
 

・対象周波数帯等の決定 
・実施の公示 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・誰でも参加可 

・競争保証金及び手数料の納付 
・競り 
・開設計画を提出できる地位を取得 

 
 
 

・手数料の納付 
 
 
 
 
・開設指針に照らし適切なものと認められ

るかの判断等 
 
 
 

・認定の有効期間は、原則として５年以内

で総務大臣が定める（現行制度を維持） 
 
 
 
 
 
・開設計画の認定を受けた者のみ申請可 

 
 
 

・技術基準等への適合性の判断等 
 
 
 

・免許を受ける際に競落額の支払 
・免許の有効期間は、15 年以内で総務大臣

が定める 
 
 
 

・最初の免許期間中（15 年以内）は電波利

用料の支払不要 
 

 
 

・対象周波数帯等の決定（入札開設指針の策定） 
・実施の公示（入札開設指針の公示） 
・携帯電話の基地局に限定 

 
 
 
・手数料の納付 

 
 
 

・入札開設指針に照らし適切なものと認められ

るかの判断等 
 
 
 
・審査等を経て認められた者のみ参加 

・保証金の提供（不要な場合あり） 
・入札又は競り 
・入札開設計画の認定を受ける地位を取得 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・認定後に競落額の支払 
・認定の有効期間は、20 年以内で総務大臣が定

める 
 
 
 
 
・入札開設計画の認定を受けた者のみ申請可 

 
 
 

・技術基準等への適合性の判断等 
 
 
 

・免許の有効期間は、現行制度を維持 
 
 
 
 
 
 
・最初の免許期間も電波利用料の支払必要 

 

※ 第１８３回国会衆法の提出日は、平成２５年（２０１３年）５月１５日 

  第１８０回国会閣法の提出日は、平成２４年（２０１２年）３月 ９日 

 

オークション実施の決定・公示 

無線局免許の申請 

オークションの実施 

審 査 等 

免許の付与 

電波利用料の支払 

オークション実施の決定・公示 

オークションの実施 

無線局免許の申請 

入札開設計画の作成、提出 

入札開設計画の認定 

審 査 等 

審 査 等 

免許の付与 

電波利用料の支払 

オークション実施の決定・公示 

オークションの実施 

無線局免許の申請 

審 査 等 

開設計画の認定 

免許の付与 

電波利用料の支払 

開設計画の作成、提出 

審 査 等 


